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障害者の権利に関する条約（仮訳）（抄） 

 

前文 

この条約の締約国は、 

(a)～(d) （略） 

（e） 障害が、発展する概念であり、並びに障害者と障害者に対する態度及び
環境による障壁との間の相互作用であって、障害者が他の者と平等に社会
に完全かつ効果的に参加することを妨げるものによって生ずることを認め、  

(f)～(y) （略） 

 

第二条 定義 

この条約の適用上、 

（略） 

 「障害を理由とする差別」とは、障害を理由とするあらゆる区別、排除又は
制限であって、政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分
野において、他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を認識し、享有し、
又は行使することを害し、又は妨げる目的又は効果を有するものをいう。障害
を理由とする差別には、あらゆる形態の差別（合理的配慮の否定を含む。）を
含む。 

 「合理的配慮」とは、障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を享有し、
又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合に
おいて必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをい
う。 

 

第三十三条 国内における実施及び監視 

１  締約国は、自国の制度に従い、この条約の実施に関連する事項を取り扱う
一又は二以上の中央連絡先を政府内に指定する。また、締約国は、異なる部
門及び段階における関連のある活動を容易にするため、政府内における調整
のための仕組みの設置又は指定に十分な考慮を払う。  

２  締約国は、自国の法律上及び行政上の制度に従い、この条約の実施を促進
し、保護し、及び監視するための枠組み（適当な場合には、一又は二以上の
独立した仕組みを含む。）を自国内において維持し、強化し、指定し、又は
設置する。締約国は、このような仕組みを指定し、又は設置する場合には、
人権の保護及び促進のための国内機構の地位及び役割に関する原則を考慮に
入れる。  

３  市民社会（特に、障害者及び障害者を代表する団体）は、監視の過程に十
分に関与し、かつ、参加する。  


